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1. 序論 
 環太平洋造山帯の上に位置している日本では、これまでに阪神淡路大震災をはじめとし
た多くの巨大地震が発生しており、その度に甚大なる被害がもたらされてきた。さらに、
2011 年に発生した東日本大震災では地震に伴う津波の発生によって数多くの人命が失われ、
生き残った人々も長い避難生活を余儀なくされた。気象庁では、地震による被害を抑える為
に緊急地震速報を発表しており、地震の発生をいち早く伝えることで避難時間を確保する
工夫がなされている。しかし、地震発生を受けてから警報を出すシステムは震源付近におけ
る実用性が低く、地震発生を予測するための研究が日夜進められている。 
 
地震予測に関する先行研究では、様々な事象を対象として地震の前兆現象の有無が探ら
れており、地盤の変動や電波の伝搬異常、気象現象などがその例として挙げられる。他にも、
東日本大震災の本震発生数十分前において電離層電子密度の異常な増加を観測したとする
論文が発表され、有力な前兆現象の一つとして注目を集めている[1][2]。同様に電離層電子密
度を予測手段とした別の論文では、地震発生の数日前において震央周辺の局所的な電子密
度の低下と共に高高度域では電子密度が上昇する、といった報告がなされていた[3]。また、
GPS 波から電離層総電子数を算出する方法についても様々な手法が考案されている[4][5]。 
 
 群馬大学では、電波伝搬と地震発生との関連性について研究が行われてきた。特に電離層
中を伝搬する GPS 波を扱ったものでは、GPS 測位における位置誤差を基とした地震予測の
研究があった[6]。さらに、GPS 波観測データを用いた電離層総電子数の算出に加え地震と
の関連性を調べた研究も行われていた[7]。しかし、算出された値は局地的な数地点を対象と
していた為、電子密度の観測を広域にわたって行うことはできていなかった。 
 
本稿では、GPS 波観測データ（GPS データ）を用いた電離層総電子数の算出を日本全域
に渡って行った。広域的な電離層の解析を可能とするため、GPS データは国土地理院が運
営する「電子基準点データ提供サービス」から取得しており、日本全国に密に設置された
GPS 受信機網で観測されたデータを扱った。さらに、算出された電離層総電子数の“時間的
変動”を観測するためのデータ処理方法を考案し、先行研究で報告された電離層電子密度の
異常変動について検証を行った。  
２ 
 
2. GPS 
 GPS とは 
 Global Positioning System の略であり、全球測位衛星システム(GNSS：Global Navigation 
Satellite System)の一種である。GPS は、アメリカ合衆国によって航空機・船舶などの航法
支援用に開発され、以下の３つの要素で構成される[8]。 
・スペース・セグメント 
地球の上空約２万㎞を周回する人工衛星（以下、衛星、GPS 衛星）。衛星は６つの軌道面
に各４基以上、（2018 年時点で）全 32 基が運用されている。ただし、衛星数は保守・予備
の為に増減する。各衛星は、地球を約 12 時間で周回しており、地球の自転を加味すると同
じ地点に 23 時間 56 分周期で戻ってくる。また、GPS 衛星に組み込まれた高精度な時計は、
米国海軍天文台(USNO：United States Naval Observatory)が提供する協定世界時(UTC：
Coordinated Universal Time)に同期している。 
・コントロール・セグメント 
GPS 衛星の追跡と管制を行う地上管制局。GPS 衛星の軌道や原子時計のずれを観測し、
衛星に送信することで、補正情報がユーザ・セグメントに届くようになっている。これによ
り、衛星の時計は完全な同期を維持していると見なすことができる。 
・ユーザ・セグメント 
GPS 衛星から送られる信号を受信する機器（以下、受信機、GPS 受信機）。 
 
 座標系 
 本稿で扱う GPS データでは、緯度(𝑙𝑎𝑡：Latitude)や経度(𝑙𝑜𝑛：Longitude)、高さ(ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)
を用いて地球上の位置が記述されることがある。ここではまず、緯度・経度・高度の基準と
して国土地理院が採用している ITRF 座標系 GRS80 楕円体について述べる。その後、(𝑥, 𝑦, 𝑧)
座標表示と(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)座標表示のパラメータ変換方法についても簡単にまとめる。 
 
2.2.1. GRS80 楕円体（準拠楕円体） 
GRS80 楕円体は、地球の概形を表現した準拠楕円体（回転楕円体）の一種である。座標
を(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)で記述する際は、準拠楕円体を「高さ」の基準としている。日本では、
GRS80 楕円体を準拠楕円体として採用しており、その形は赤道半径𝑎と扁平率𝑓(= 1 − 𝑏/𝑎)
によって以下の様に定義されている（𝑏：極半径）。 
 
GRS80 楕円体の定義：赤道半径𝑎 = 6,378,137[m]、扁平率𝑓 = 1/298.257222101 
３ 
 
2.2.2. ITRF 座標系 
(𝑥, 𝑦, 𝑧)座標を扱う上で必要となるのが、中心座標O、𝑥軸、𝑦軸、𝑧軸の定義である。一般
的に、GPS を含む GNSS 測位で観測された値は WGS-84 座標系で表されることが多いが、
日本では ITRF 座標系を採用している。ただし、両座標系の違いは無視できる程小さく、実
用上の問題はない。以下に ITRF 座標系の定義を図示する。 
 
図2.2.2 ITRF 座標系の定義 
 
2.2.3. 座標系の変換 
 ここでは、先に示した ITRF 座標系の定義に従い、任意の点における(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛,𝐻𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)表
示から(𝑥, 𝑦, 𝑧)表示への座標系変換方法について述べる。逆方向の変換はニュートン法を用
いることで可能であるが、ここでは説明を割愛する。 
 
まず、準拠楕円体上の任意点p(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, 0)を(𝑥, 𝑦, 𝑧)表示した結果をp(𝑥′, 𝑦′, 𝑧′)と置く。こ
のとき、点p(𝑥′, 𝑦′, 𝑧′)の各成分は以下の様になる。 
 
𝑥′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖 cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 1𝑎) 
𝑦′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖 cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 1𝑏) 
𝑧′ = 𝑅𝑝𝑟𝑖(1 − 𝑓)
2 sin(𝑙𝑎𝑡) (2.2.3 − 1𝑐) 
 
ただし、 
𝑙𝑎𝑡[rad]：緯度（> 0で北緯）、𝑙𝑜𝑛[rad]：経度（> 0で東経）、 
𝑅𝑝𝑟𝑖[m]：卯酉線曲率半径、𝑎[m]：赤道半径、𝑏[m]：極半径、𝑓：扁平率 
である。 
４ 
 
また図 2.2.3 に示す様に、点pにおける高さ方向、北方向、東方向の単位ベクトルをそれ
ぞれ𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ とすると 
𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗ = (𝑛H𝑥 , 𝑛H𝑦 , 𝑛H𝑧) (2.2.3 − 2𝑎) 
∵  𝑛H𝑥 = cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛H𝑦 = cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛H𝑧 = sin(𝑙𝑎𝑡) 
𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗ = (𝑛N𝑥 , 𝑛N𝑦, 𝑛N𝑧) (2.2.3 − 2𝑏) 
∵  𝑛N𝑥 = −sin(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛N𝑦 = −sin(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛N𝑧 = cos(𝑙𝑎𝑡) 
𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ = (𝑛E𝑥 , 𝑛E𝑦 , 𝑛E𝑧) (2.2.3 − 2𝑐) 
∵  𝑛E𝑥 = −sin(𝑙𝑜𝑛), 𝑛E𝑦 = cos(𝑙𝑜𝑛), 𝑛E𝑧 = 0 
となる。 
 
(a) 高さ方向               (b) 北・東方向 
図2.2.3 単位ベクトル𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗, 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗  
 
さらに(𝑥, 𝑦, 𝑧) = (𝑥′, 𝑦′, 𝑧′) + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 ∙ 𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗より、(𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)表示から(𝑥, 𝑦, 𝑧)表示への変
換式は以下の様になる。 
 
𝑥 = (𝑅𝑝𝑟𝑖 + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) cos(𝑙𝑎𝑡) cos(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 3𝑎) 
𝑦 = (𝑅𝑝𝑟𝑖 + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) cos(𝑙𝑎𝑡) sin(𝑙𝑜𝑛) (2.2.3 − 3𝑏) 
𝑧 = {𝑅𝑝𝑟𝑖(1 − 𝑓)
2 + ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡} sin(𝑙𝑎𝑡) (2.2.3 − 3𝑐) 
 
ただし、上記の式における高さパラメータℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡は、準拠楕円体からの高さ（楕円体高）
であり、国土地理院のサイトから得られる「日々の座標値」における“Height”もこれと同意
である。またこの値は、ジオイド高を考慮した“標高” とは異なる。 
 
 
 
５ 
 
 測位原理 
 本研究では、GPS 測位の過程に生じる測位誤差を利用して電離層総電子数の算出を行う。
ここでは、GPS 測位の基本原理について概略を示す。 
 
GPS 測位の基本は、受信機から GPS 衛星までの距離の測定である。GPS 衛星は、送信
時刻を載せた電波（コード、信号）を周期的に送信しており、受信機では信号の受信時刻を
記録している。信号は真空及び大気中を光速で伝搬するため、信号の伝搬時間を計測するこ
とで受信機から GPS 衛星までの距離を測定することができる。またこれにより、受信機の
座標は GPS 衛星を中心とした球面上に限定される。さらに、複数の GPS 衛星に対して同
様に距離の測定を繰り返すことで、最終的に受信機の座標を一点に特定することができる。 
しかし実際には、GPS 衛星と受信機の両者に内蔵された時計の同期が完全ではない為、
計測された伝搬時間には同期ずれに起因した誤差が必ず含まれてしまう。すなわち、GPS 測
位では受信機座標と同期ずれの４パラメータ(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)が未知数であり、これらを算出する
ためには 4 つ以上の GPS 衛星から信号を受信する必要がある。 
 
次に、先に述べた原理について数式を用いてまとめる。 
 まず、衛星時計と受信機時計の同期ずれが無い（𝑑𝑡 = 0）場合を考える。このとき、衛星
での送信時刻を𝑇𝑆、受信機での受信時刻を𝑇𝑂(> 𝑇𝑆)とすると、信号の伝搬時間𝑇は 
 
𝑇 = 𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 (2.3 − 1) 
 
と書ける。次に、衛星時計を基準とした受信機時計の同期ずれ𝑑𝑡の存在を考慮すると、信号
の伝搬時間𝑇は 
 
𝑇 = 𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 + 𝑑𝑡 (2.3 − 2) 
 
となる。ただし、𝑑𝑡 > 0は基準時計からの“遅れ”を表す（図(2.3)参照）。 
 
図2.3 時刻の同期ずれを考慮した信号の伝搬時間 
６ 
 
さらに、求めた伝搬時間𝑇は光速𝑐を乗じることで距離に変換される。ただし、ここで得ら
れる距離𝑅′は真の距離𝑅よりも長い為、“疑似距離”と呼ばれる。𝑅′ > 𝑅となる原因は、信号
の伝搬速度が光速𝑐よりも遅い為であり、その誤差を𝛥(> 0)とすると次式が成り立つ。 
 
𝑅′ = 𝑐 ∙ 𝑇 = 𝑅 + 𝛥 
∴ 𝑅 = 𝑐 ∙ (𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 + 𝑑𝑡) − 𝛥 (2.3 − 3) 
 
真の距離𝑅は、信号に含まれる GPS 衛星の座標(𝑋, 𝑌, 𝑍)と受信機座標(𝑥, 𝑦, 𝑧)から 
 
𝑅 = √(𝑋 − 𝑥)2 + (𝑌 − 𝑦)2 + (𝑍 − 𝑧)2 (2.3 − 4) 
 
とも記述できる。よって、４つの未知数(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)の間には 
 
𝑅′ − 𝛥 = √(𝑋 − 𝑥)2 + (𝑌 − 𝑦)2 + (𝑍 − 𝑧)2 
∴ 𝑐 ∙ (𝑇𝑂 − 𝑇𝑆 + 𝑑𝑡) − (𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 + 𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜) = √(𝑋 − 𝑥)2 + (𝑌 − 𝑦)2 + (𝑍 − 𝑧)2 (2.3 − 5) 
 
の関係が成り立つ。ただし、𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜, 𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜はともに誤差項𝛥の成分であり、それぞれ大気圏お
よび電離層における伝搬遅延(速度𝑣 <光速𝑐)に起因した“距離”誤差である。 
 
前述の通り、GPS 測位では４基以上の GPS 衛星から信号を受信する必要があり、４つの
未知数(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)は式(2.3 − 5)の四元方程式を解くことによって算出できる。 
 
 測位誤差 
 2.3.で示した式(2.3 − 3)に含まれる誤差項𝛥は、主にマルチパス、大気圏における伝搬遅
延、電離層における伝搬遅延という３つの要因から生じる。特に、電離層総電子数を算出す
るにあたって重要となるのが電離層における伝搬遅延である。以下では、これらの誤差要因
についてまとめる。 
 
2.4.1. マルチパス誤差 
 直接波や反射波など、異なる伝搬経路を通過してきた複数の信号が受信されたために生
じる誤差。白色雑音である為、時間平均による除去が可能である。GPS 測位において、時
間平均の幅を広げることで得られる測位精度はリアルタイム性とトレードオフの関係とな
る。 
 
７ 
 
2.4.2. 大気圏遅延誤差 
 大気圏屈折率が真空中の屈折率よりも大きいため、信号は光速に対して遅れて伝搬する。
これに起因した測位誤差を大気圏遅延誤差と呼ぶ。大気圏屈折率は周波数分散性が無い為、
GPS で利用されている周波数 L1 帯（1575.42 [MHz]）と L2 帯（1227.6 [MHz]）に共通の誤
差であると考えられる。 
 
2.4.3. 電離層遅延誤差 
 電離層群屈折率が真空中の屈折率よりも大きいため、“信号”は光速に対して遅れて伝搬す
る。ただし、電離層屈折率は真空中よりも小さいため、“搬送波位相”は光速に先行して伝搬
する。これに起因した測位誤差を電離層遅延誤差と呼ぶ。電離層屈折率は周波数分散性があ
る為、GPS で利用されている２つの周波数帯（L1 帯と L2 帯）に異なる誤差を与える。 
 
図 2.4.3 電離層が GPS 波に与える影響 
 
 高精度測位 
 2.3.で述べた様に、GPS 測位の基本は受信機から衛星までの距離の測定である。また、送
信時刻が既知の“信号”を用いることで距離の測定が可能であることを既に示したが、同手法
では数 m 程度の測位誤差（雑音）を避けることができない。そこで、高精度測位を目的と
した場合には“信号”ではなく“搬送波位相”を利用する。以下では、搬送波位相および位相観
測に特有の性質について示す。 
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2.5.1. 搬送波位相 
 GPS 衛星は信号を GHz 帯の搬送波に載せて送信しており、その波長は 20cm 程度であ
る。一般に、位相は 100 分の 1 程度の精度で観測が可能である為、距離にして cm 以下の測
位精度を得ることができる。また、搬送波位相を用いた GPS 測位では、疑似距離を位相の
回転数𝐿(cycle)で表記することが多く、搬送波の波長を𝜆[m]とすると疑似距離𝑅′[m]は次式
(2.5.1 − 1)で得られる。 
 
𝑅′ = 𝐿 ∙ 𝜆 (2.5.1 − 1) 
 
次に、搬送波位相を用いた測位の原理についてまとめる。まず、上空 2 万㎞を旋回する
GPS 衛星が受信機の見通し内に表れた時、衛星からの信号を受信した受信機は搬送波の位
相を観測し始める。この時、受信機内でも搬送波と同じ周波数の波を疑似的に生成しており、
受信した搬送波との間に生じる位相差𝜑[rad]を求めている。ここで、位相差の初期値を
𝜑0(< 2𝜋)[rad]、衛星と受信機間の疑似距離の初期値を𝑅0
′ [m]とすると、両者の関係は 
 
𝑅0
′ =
𝜑0
2𝜋
∙ 𝜆 + 𝑈 (2.5.1 − 2) 
 
となる（図 2.5.1(a)参照）。ただし、𝑈[m]は不確定要素である。不確定要素については 2.5.3
にて詳しく説明する。位相差𝜑は、各初期値𝜑0, 𝑅0
′を取得してから衛星が見通し外となるま
で、連続的に観測される。位相差の初期値からの変化は、端数部分𝛥𝜑(< 2𝜋)[rad]と整数部
分𝑁(cycle)とに分けられ、さらに衛星と受信機間の疑似距離の変化を𝛥𝑅′[m]とすると、各時
刻について 
 
𝑅′ = 𝑅0
′ + 𝛥𝑅′ =
𝜑0 + (𝛥𝜑 + 2𝜋𝑁)
2𝜋
∙ 𝜆 + 𝑈 
∴  𝛥𝑅′ = (
𝛥𝜑
2𝜋
+ 𝑁) ∙ 𝜆 (2.5.1 − 3) 
 
と書ける。すなわち、位相差の変化(𝛥𝜑 +𝑁)を観測することで疑似距離の変化𝛥𝑅′を cm 以
下の精度で捉えることが可能となる。また、𝑁(cycle)は整数値バイアスと呼ばれ、受信機内
で位相変化の端数部分𝛥𝜑の繰り上がりをカウントした値である。 
基本的に、疑似距離の初期値𝑅0
′や不確定要素𝑈は未知数のままであり、搬送波位相を用い
て得られるのは“距離の変化”のみである。そのため実際の測量では、座標が既知の基準点を
予め用意する必要がある。 
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以下の図2.5.1は、搬送波位相の観測方法のイメージである。 
 
(a) 初期値 
 
(b) 任意時刻 
図2.5.1 搬送波位相の観測方法のイメージ 
 
2.5.2. サイクルスリップ 
 搬送波位相の観測では、予期せぬ観測の中断により位相変化の繰り上がりをカウントし
損ね、整数値バイアス𝑁を見失うことがある。この現象はサイクルスリップと呼ばれ、測定
される疑似距離に搬送波波長の整数倍の誤差を生じさせる。その為、搬送波位相を用いた測
位を扱う際にはサイクルスリップの検出と補正が必須となる。 
 
 本稿におけるサイクルスリップの検出・補正では、以下の値𝜒を参照値とした。 
 
𝜒 = 𝐿1 ∙ 𝜆𝐿1 − 𝐿2 ∙ 𝜆𝐿2 (2.5.2) 
 
ただし、 
𝐿1(cycle)：L1 帯搬送波位相回転数、𝐿2(cycle)：L2 帯搬送波位相回転数 
𝜆𝐿1[m]：L1 帯搬送波波長、𝜆𝐿2[m]：L2 帯搬送波波長 
である。また、𝜒は後述の TEC 算出式の一部であり、𝜒と TEC は基本的に比例する。 
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図 2.5.2 では、観測された搬送波位相データに疑似的なサイクルスリップを付与する前と
後で、参照値𝜒及び𝜒の二階微分値（𝜒′′）の波形の比較を示した。ただし、“波形の比較”を目
的とする為、縦軸の目盛は省略した。また同図中の下段には、L1 帯と L2 帯のそれぞれに
付与されたサイクルスリップの大きさを示す。 
同図が示す様に、サイクルスリップは参照値𝜒の波形にパルス状の異常を生じさせ、𝜒′′の
波形に大きなスパイクを発生させる。よって本稿では、𝜒′′の波形に生じたスパイクが適当
な閾値以上の大きさを持つ箇所をサイクルスリップとして検出した。また、上式(2.5.2)から
も明らかな様に、サイクルスリップの影響で表れる𝜒の波形のパルスの向きは、L1 帯と L2
帯とで異なる。故に、両周波数帯に同時に発生したサイクルスリップは、𝜒の波形への影響
が相殺され検出が困難になる（図 2.5.2(b) 13:45~14:00）。 
さらに、𝜒′′の変動は図中赤線で示した地震発生時刻の後にも大きくなる為、この現象を
サイクルスリップとして誤検出しない様に閾値の設定を行った。 
 
(a) サイクルスリップ無         (b) サイクルスリップ有 
図2.5.2 参照値𝜒及び𝜒の二階微分値（𝜒′′）によるサイクルスリップ検出 
(Rec. GNSS3022, Sat15) 
 
 サイクルスリップの補正は、𝜒の一階微分波形を利用して行う。 
図 2.5.2 における𝜒′′の波形の特性から分かる様に、通常時における𝜒の“一階微分値の変
動”は極めて小さい。逆に、サイクルスリップの補正が必要な箇所では𝜒の一階微分値が大き
く変動している為、該当箇所を直前の一階微分値で補完する処理を施した。最終的に、𝜒の
一階微分波形を積分することで𝜒の波形を算出し、TEC 算出に利用した。 
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2.5.3. 不確定要素 
 ここでは、式(2.5.1 − 2)における不確定要素𝑈について述べる。 
先述の様に、搬送波位相を用いた高精度測位では GPS 衛星-受信機間の“距離の変化”のみ
を観測している。その為、測定される距離（搬送波位相回転数）の初期値として不確定要素
𝑈が適宜見積もられ、“距離の変化”を表す際の基準となっている。またこの値は、搬送波の
送受信が開始された時点で任意の未知数として与えられ、GPS 衛星の周回運動や何らかの
遮蔽物の影響などによって搬送波の捕捉が途切れるまでは一定である。 
 
また、不確定要素は L1 帯と L2 帯でそれぞれ𝑈𝐿1, 𝑈𝐿2と置くことができ、搬送波位相から
算出される TEC 波形の初期値は２つの不確定要素の差𝑈𝐿1 −𝑈𝐿2によって与えられる。この
ことは、後述の TEC 導出式(3.2.2 − 12)において TEC の値が疑似距離の差から算出されて
いる事、搬送波位相を用いた測位において疑似距離の初期値が不確定要素である事を考え
れば当然である。 
 
以下の図 2.5.3 には、疑似距離の観測に搬送波位相を利用した場合と信号（コード）を利
用した場合とで、TEC 導出式(3.2.2 − 12)に従って算出される TEC（以下、位相 TEC とコ
ード TEC）を比較したグラフを示した。 
同図(a)に示した期間中で TEC の値がプロットされている時間帯は GPS 衛星が受信機上
空に表れていた期間であり、観測が途切れることで位相 TEC の値が大きく変動しているこ
とが分かる。また同図(b)と(c)は、各 TEC の縦軸を左右分けてプロットした拡大図であり、
両 TEC とも同じ変化をしていることが分かる。このことから、位相 TEC の波形は初期値
が不確定であり、扱う際には補正が必要である。 
 
(a) 位相 TEC とコード TEC の比較（全体図） 
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(b) 位相 TEC とコード TEC の比較（拡大図１） 
 
(c) 位相 TEC とコード TEC の比較（拡大図２） 
図 2.5.3 搬送波位相を用いた高精度測位における不確定要素(Rec. GNSS3022, Sat. 23) 
 
 以上の様に、搬送波位相を用いた測位データには不確定要素が含まれており、TEC の算
出を行う際に考慮する必要がある。本稿では、図 2.5.3 におけるコード TEC と位相 TEC の
様な波形が得られた場合、両波形の平均値が揃う様に位相 TEC を平行移動し、不確定要素
の補正を行った。 
 
 GEONET 
 GEONET とは、GNSS Earth Observation Network System の略であり、国土地理院が日
本全国の約 1300 箇所を対象として GPS 受信機を設置・管理している GPS 受信機網であ
る。その観測データは地殻変動の監視や測量などを目的として利用される為、「電子基準点
データ提供サービス」によって一般に公開されている。  
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3. 電離層総電子数 
 電離層 
 電離層は電離圏とも呼ばれ、高度約 60～1000 ㎞以上の高層大気における大気分子が太陽
光などによって電離され、イオンと電子が混在するプラズマ空間を形成した領域を指す。電
離層は、電子密度の高度分布によって幾つかの層に分類される。 
以下の図 3.1-1 は、NICT（情報通信研究機構）が示す電子密度の高度分布である。同図
が示す様に、電離層は高度の低い方から順に D 層、E 層、F1 層、F2 層の 4 つに分けられ
る。また、夜間は D 層が消滅し、F1 層と F2 層は一つの F 層を形成するようになる。 
 
図 3.1-1 高度に対する電子及び中性粒子の密度分布(情報通信研究機構)[9] 
 
図 3.1-2 太陽黒点の 11 年周期（ベルギー王立観測所）[9] 
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電離層の電子密度は幾つかの周期的な変動をしており、日の出日の入りに伴う 24 時間
周期の他、太陽の自転による 27 日周期、季節性を示す１年周期、太陽の活動周期に伴う
11 年周期などがある。図 3.1-2 は、太陽表面に見られる黒点数の時間変化をプロットした
グラフである。黒点の数が多い時は太陽の活動が活発な為、電離層電子密度が上昇しやす
く、電離層の異常を引き起こす太陽フレアの発生も多い。 
 
 TEC 
3.2.1. TEC 定義 
TEC(Total Electron Content)とは、GPS 衛星から受信機までの電波伝搬経路（パス）に
沿った断面積1.0 [m2]の円筒に含まれる総電子数を表す値で STEC(Slant TEC)とも呼ばれ
る。また、その定義から 
 
𝑇𝐸𝐶 = ∫𝑁𝑑𝑆 𝑑𝐿|
𝑆=1
= ∫𝑁𝑑 𝑑𝐿 (3.2.1) 
 
と表現できる。ただし、𝑁𝑑 [e m
3⁄ ]は電子密度、𝐿 [m]は伝搬距離、𝑆 = 1.0[m2]は円筒の断面
積であり、単位は[TECU] = 1016[e]として扱う。この時、𝑆 = 1.0 [m2]の存在を考慮せずに
TEC の単位を[TECU] = 1016[e/m2]としても値は同じだが、TEC の日本語訳が“全電子数”で
あることからも[TECU] = 1016[e]が妥当であると考えられる。 
さらに、TEC の定義は“電波伝搬経路内の総電子数”であるが、観測される電子の殆どは
電離層に存在している為、“電離層における総電子数”を表現するパラメータとしても一般的
に用いられる。本稿では、最も電子密度の高い高度を約 300 ㎞であると見なしており、TEC
も同高度における電子数を捉えたものであると考えている。 
 
図3.2.1 TEC のイメージ図 
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3.2.2. TEC 導出 
 以下では、GPS 測位における観測値から𝑇𝐸𝐶(= ∫𝑁𝑑 𝑑𝐿)を算出する為の式を導出する。 
 
まず、プラズマ（電離層）中の群屈折率𝑛𝑔と電子密度𝑁𝑑の関係式を導出する。 
以下の式(3.2.2 − 1)は、プラズマ中の屈折率を表したアップルトン・ハートレーの式であ
る。これによると電離層における屈折率𝑛は 
 
𝑛 =
√
1 −
𝑋
1 −
𝑌𝑇
2
2(1 − 𝑋)
± √
𝑌𝑇
4
4(1 − 𝑋)
+ 𝑌𝐿
2
(3.2.2 − 1)
 
 
となる。ただし、 
𝑋 = 𝜔𝑝
2 𝜔2⁄ 、𝑌 = 𝜔𝐻 𝜔⁄ 、𝑌𝑇 = 𝑌 cos𝜃、𝑌𝐿 = 𝑌 sin 𝜃、 
電波の角周波数𝜔、電子プラズマ周波数𝜔𝑝、電子サイクロトロン周波数𝜔𝐻、 
磁場と送信波のなす角𝜃 
である。複号は、+が正常波（ordinary wave）、−が異常波（extraordinary wave）を示す。
また、𝜔 < 𝜔𝑝の電波はプラズマ中では遮断されて伝搬できない。 
 
GPS 測位では GHz 帯の周波数を使用する為、式(3.2.2 − 1)を高周波近似して扱うことが
できる。そこで、𝑌 ≈ 0 (∵ 𝜔 ≈ 109 [rad s⁄ ], 𝜔𝐻 ≈ 10
6 [rad/s])とすると、屈折率𝑛は 
 
𝑛~√1 − 𝑋 = √1 − (
𝜔𝑝
𝜔
)
2
(3.2.2 − 2) 
 
となる。屈折率𝑛と群屈折率𝑛𝑔との関係は、群速度𝑣𝑔の式を変形することで得られる。以下
は、光速を𝑐、電波の波数と角周波数をそれぞれ𝑘, 𝜔とした時の群速度𝑣𝑔の式である。 
 
𝑣𝑔 =
𝑐
𝑛𝑔
=
𝜕𝜔
𝜕𝑘
=
1
𝜕𝑘
𝜕𝜔
=
𝑐
𝜕
𝜕𝜔
(𝑛𝜔)
(3.2.2 − 3) 
∵ 位相速度𝑣𝑝 = 𝜔 𝑘⁄ = 𝑐 𝑛⁄  
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ここで、高周波近似されたプラズマ中の屈折率𝑛~√1 − (𝜔𝑝 𝜔⁄ )
2
より 
 
𝜕
𝜕𝜔
(𝑛𝜔) =
𝜕
𝜕𝜔
√𝜔2 −𝜔𝑝2 =
1
2
∙
1
√𝜔2 −𝜔𝑝2
∙ 2ω =
1
√1 − (𝜔𝑝 𝜔⁄ )
2
=
1
𝑛
(3.2.2 − 4)
 
 
である。以上の式(3.1.2 − 3), (3.1.2 − 4)より、屈折率𝑛と群屈折率𝑛𝑔の関係式は 
 
𝑛 =
1
𝑛𝑔
(3.2.2 − 5) 
 
となる。さらに、プラズマ周波数𝜔𝑝は電子密度𝑁𝑑の関数であり𝜔𝑝
2 = 𝑁𝑑𝑒
2 𝑚𝜀0⁄ と書けるの
で、電離層の群屈折率𝑛𝑔を電子密度𝑁𝑑の関数で表すと 
 
𝑛𝑔 =
1
𝑛
= (1 −
𝜔𝑝
2
𝜔2
)
−
1
2
= (1 −
𝑁𝑑𝑒
2
𝑚𝜀0𝜔2
)
−
1
2
≈ 1 +
1
2
∙
𝑁𝑑𝑒
2
𝑚𝜀0𝜔2
     (∵
𝑁𝑑𝑒
2
𝑚𝜀0𝜔2
≪ 1) 
∴ 𝑛𝑔 ≈ 1 + 40.3
𝑁𝑑
𝑓2
(3.2.2 − 6) 
 
となる。ただし、 
素電荷𝑒 = 1.602 × 10−19[C]、電子の静止質量𝑚 = 9.11 × 10−31[kg]、 
真空中の誘電率𝜀0 = 8.85 × 10
−12[F/m]、搬送波の角周波数𝜔 = 2𝜋𝑓[rad/s] 
とした。 
 
次に、求めた群屈折率𝑛𝑔を用いて、電離層遅延誤差と𝑇𝐸𝐶(= ∫𝑁𝑑 𝑑𝐿)の関係式を導く。 
まず電波の伝搬時間𝑇は、一般的に伝搬速度𝑣と反比例の関係にあり、微小伝搬距離𝑑𝐿の
積分によって𝑇 = ∫𝑑𝐿 𝑣⁄ として得られる。また GPS 測位における電離層遅延誤差は、電波
伝搬速度が光速𝑐の場合と速度𝑣の場合とで、同じ距離𝐿を伝搬するのにかかる時間の差であ
る。よって、電離層遅延“時間”誤差𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 [s]は 
 
𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 = ∫
1
𝑣
𝑑𝐿 − ∫
1
𝑐
𝑑𝐿 =
{
 
 
1
𝑐
∫(𝑛𝑔 − 1)𝑑𝐿
1
𝑐
∫(𝑛 − 1) 𝑑𝐿
 
∴  𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 = ±40.3
1
𝑐𝑓2
∫𝑁𝑑 𝑑𝐿 (3.2.2 − 7) 
１７ 
 
となる。複号は、信号を用いて測定された疑似距離（以下、コード疑似距離）では𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 > 0
となり、位相を用いて測定された疑似距離（以下、位相疑似距離）では𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 < 0となること
を示す。さらに、これを距離に変換した電離層遅延“距離”誤差を𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(= 𝑐 ∙ 𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜) [m]とする
と、𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜及び𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜は𝑇𝐸𝐶の関数として 
 
𝑇𝑖𝑜𝑛𝑜 = ±40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑐𝑓2
(3.2.2 − 8) 
𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜 = ±40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑓2
(3.2.2 − 9) 
 
と書ける。ただし、複号同順。 
 
最後に、GPS 測位における観測値と𝑇𝐸𝐶の関係式を導出する。 
 
式(3.2.2 − 9)の導出により、電離層遅延“距離”誤差𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜の値と𝑇𝐸𝐶の関係が示された。し
かし、実際の観測では他の誤差要因（大気圏遅延誤差など）も存在し、電離層遅延“距離”誤
差𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜のみを分離して得ることは非常に困難である。 
 
そこで、TEC の導出には電離層遅延誤差の特性である周波数分散性を利用する。GPS 衛
星では２つの搬送波（L1 帯と L2 帯）で信号を送信しており、電離層での遅延は搬送波周
波数に依存して変化する。各周波数帯における電離層遅延“距離”誤差を𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L1), 𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L2)
とし、大気圏遅延誤差を共通で𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜とすると、各周波数帯の疑似距離𝑅
′(L1), 𝑅′(L2)は 
 
𝑅′(L1) = 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 +𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L1) 
= 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 ± 40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑓L1
2 (3.2.2 − 10) 
𝑅′(L2) = 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 +𝐷𝑖𝑜𝑛𝑜(L2) 
= 𝑅 + 𝐷𝑎𝑡𝑚𝑜 ± 40.3
𝑇𝐸𝐶
𝑓L2
2 (3.2.2 − 11) 
 
となる。ただし、 
L1 帯周波数𝑓L1 = 1.57542 × 10
9[Hz]、L2 帯周波数𝑓L2 = 1.2276 × 10
9[Hz] 
であり、複号は式(3.2.2 − 7)と同意である。 
 
以上より、GPS 測位における疑似距離𝑅′(L1), 𝑅′(L2)と TEC の関係式は次式(3.2.2 − 12)
の様に導出される。 
１８ 
 
𝑅′(L2) − 𝑅′(L1) = ±40.3 ∙ 𝑇𝐸𝐶 (
1
𝑓L2
2 −
1
𝑓L1
2 ) 
∴ 𝑇𝐸𝐶 = ±
𝑅′(L2) − 𝑅′(L1)
40.3 (
1
𝑓L2
2 −
1
𝑓L1
2 )
(3.2.2 − 12)
 
 
 VTEC 
3.3.1. VTEC 定義 
 VTEC(Vertical TEC)は、(S)TEC を鉛直方向に換算した値である。故に、GPS 波の送信
点と受信点から決まる電波の電離層入射角を𝜑[rad]とすると、𝑉𝑇𝐸𝐶と𝑇𝐸𝐶の関係式は 
 
𝑉𝑇𝐸𝐶 = 𝑇𝐸𝐶 cos𝜑 (3.3.1) 
 
となる。 
 
3.3.2. VTEC 導出 
式(3.3.1)における角𝜑を求める方法は複数あり、信号の電離層入射点pにおける高さベク
トル𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗(p)と受信点rから送信点sへのベクトルrs⃗⃗  ⃗との内角として求める方法がある。さらに、
角𝜑の別の算出方法を以下で示す。 
 
図3.3.2 電離層入射角𝜑の導出 
 
 
１９ 
 
図3.3.2は、信号の送信点（GPS 衛星）と受信点（受信機）および地球の中心点の三点を
含む平面について示した概形である。同図における△ rPOについて余弦定理を適用すると、
電離層入射角𝜑の余弦は受信点から GPS 衛星を見上げた仰角𝜃の関数として次の様に与え
られる。 
 
𝑅 + ℎ𝑖𝑜𝑛𝑜
sin (𝜃 +
𝜋
2)
=
𝑅
sin𝜑
 
∴ cos𝜑 = √1 − sin2𝜑 = √1 − (
𝑅
𝑅 + ℎ𝑖𝑜𝑛𝑜
cos𝜃)
2
           (3.3.2 − 1) 
 
また仰角𝜃の余弦は、送受信点間の距離と受信点から見た GPS 衛星の“水平方向の距離”
の比であり、定義の通り求めると 
 
cos𝜃 =
√|rs⃗⃗  ⃗ ∙ 𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗(r)|2 + |rs⃗⃗  ⃗ ∙ 𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ (r)|2
|rs⃗⃗  ⃗|
(3.3.2 − 2) 
 
となる。ただし、𝑛N⃗⃗⃗⃗  ⃗(r)および𝑛E⃗⃗ ⃗⃗ (r)はそれぞれ受信点rにおける北および東方向の単位ベクト
ルであり、いずれも式(2.2.3 − 2)によって既に示されている。さらに角𝜃の別解として、受
信点rにおける高さ方向の単位ベクトル𝑛H⃗⃗⃗⃗  ⃗(r)とベクトルrs⃗⃗  ⃗との成す角がπ 2⁄ − 𝜃[rad]である
ことを利用する方法なども考えられる。 
 
以上の様に、仰角𝜃[rad]および信号の電離層入射角𝜑[rad]は様々な方法で算出可能であり、
式(3.3.1)によって VTEC は求まる。 
 
3.3.3. VTEC 概算値 
VTEC は、電離層の厚さ𝑙と電離層での平均電子密度𝑁𝑑を既知とすれば、その物理的意味
から概算を行うことができる。電離層の厚さは季節や時間帯によっても異なるが、特に
VTEC への寄与率が高い F2 層の厚さを用いると、𝑙 = 2.0 × 105 ~ 3.0 × 105 [m]と置ける。
さらに、F2 層での平均電子密度を𝑁𝑑 = 10
11~1012 [e/m3]とすると、VTEC は以下の範囲で
変動する。 
 
𝑉𝑇𝐸𝐶 = 10−16∫ 𝑁𝑑𝑆 𝑑𝐿
𝑙
|
𝑆=1
= 2.0~30 [TECU] (3.3.3 − 1) 
 
２０ 
 
すなわち、VTEC は日差しの強い日中（正午頃）に数十[TECU]程度のピーク値を持ち、日
没後は数[TECU]程度で推移する数値である。 
 
 観測機器オフセット 
 GPS 波観測データを用いて TEC 及び VTEC を算出する場合、GPS 衛星および受信機に
固有のオフセット誤差が発生していることを考慮する必要がある。 
図 3.4 では、ある受信局において受信機の交換が実施された日の前日と翌日について、同
様に式(4.1.2 − 12)に従って算出された TEC のグラフを示す。同図(a)(b)の比較から、受信
機の交換に伴って TEC 波形が平行移動していることは明らかであり、TEC 波形に含まれ
ている受信機オフセットの影響が確認できる。同様に、GPS 衛星による機器オフセットも
存在し、TEC 及び VTEC の算出を行う際に考慮する必要がある。 
 
(a) 受信機交換の前日            (b) 受信機交換の翌日 
図 3.4 コード TEC における観測機器オフセットの影響(Rec. GNSS0222, Sat. ALL) 
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4. 解析方法 
 GPS データ 
 本研究では、国土地理院が運営している「電子基準点データ提供サービス」を利用し、GPS
データの取得を行った。取得したデータファイルの概要を表 4.1 に示す。また、データファ
イル取得方法の説明は当サイトに委ねるとし、ここでは割愛する。 
 
表4.1 利用した GPS データファイル 
ファイルの種類 データ概要（✓は利用データ） 
衛星位置座標(IGS 精密暦) igswwwwd.sp3 
wwww：GPS 週 
d：曜日 
✓ 観測日時 
✓ 衛星位置座標 (𝑥, 𝑦, 𝑧) 
衛星時計誤差 (𝑑𝑡) 
各成分(𝑥, 𝑦, 𝑧, 𝑑𝑡)の標準偏差 
電子基準点観測データ ssssddd?.yyo 
ssss：観測局番号（4 桁） 
ddd：観測日の年通算日 
yy：観測日の西暦下 2 桁 
?：セッション番号 
✓ 観測日時 
✓ L1 帯搬送波位相回転数 (𝐿1) 
✓ L1 帯コード疑似距離 (𝐶1) 
✓ L2 帯搬送波位相回転数 (𝐿2) 
✓ L2 帯コード疑似距離 (𝑃2) 
L1 帯受信電力強度 
L2 帯受信電力強度 
日々の座標値 sssss(s).yy.pos 
 sssss(s)：観測局番号（5 or 6 桁） 
 yy：観測日の西暦下 2 桁 
✓ 観測日時 
✓ 受信機座標 (𝑥, 𝑦, 𝑧) 
✓ 受信機座標 (𝑙𝑎𝑡, 𝑙𝑜𝑛, ℎ𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) 
 
 また、データ取得は GEONET（日本全国の約 1300 箇所に設置した GPS 受信機網）の全
受信局での観測値を利用可能ではあるが、本稿では日本全体を網羅する様に 185 地点を選
定して研究に利用した。図 4.1-1 は、本稿で利用した受信局の分布図である。 
 
GPS 波観測データは、衛星の仰角が低い場合にノイズが大きくなる傾向にある。その為、
本研究では仰角 30 度未満の観測データに対してマスクを適用し、解析対象から除外した。
図 4.1-2(a)は、式(3.2.2.−12)に GPS 測位データのコード疑似距離を代入して得られた TEC
の波形とその移動平均波形であり、両波形の残差の二乗及び各時刻での衛星仰角の変化を
同図(b)に示した。 
 
 
２２ 
 
図 4.1-1 本稿で利用した GPS 受信局 
 
 (a) コード TEC 波形と移動平均波形 
 
(b) コード TEC 波形における移動平均値からの残差の二乗とパスの仰角 
図 4.1-2 GPS 測位におけるパスの仰角とノイズ(Rec.GNSS3022, Sat.27) 
２３ 
 
 観測機器オフセット推定 
 3.4.で示した様に、GPS 測位データから VTEC を算出する場合には観測機器オフセット
の影響を考慮する必要がある。以下の式はオフセットを考慮した VTEC と GPS 観測値との
関係式である。 
 
sec𝜑 ∙ 𝑉𝑇𝐸𝐶 + 𝐵𝑟 + 𝐵𝑠 = ±
𝑅′(L2) − 𝑅′(L1)
40.3 (
1
𝑓L2
2 −
1
𝑓L1
2 )
(4.2)
 
 
ただし、 
∠𝜑：GPS 波の電離層入射角、𝐵𝑟, 𝐵𝑠[TECU]：受信機及び GPS 衛星に固有のオフセット誤差、 
𝑅′(L1), 𝑅′(L2)[m]：L1 帯及び L2 帯における疑似距離、 
𝑓L1 = 1.57542 × 10
9[Hz], 𝑓L2 = 1.2276 × 10
9[Hz]：L1 帯及び L2 帯における搬送波周波数 
である。また複号は、同式中𝑅′(L1), 𝑅′(L2)にコード疑似距離を利用する場合は正、位相疑似
距離（位相回転数と波長の積）を利用する場合は負の符号を適用する。 
 
 以下で、観測機器オフセットの推定方法について詳しくまとめる。 
 
4.2.1. 連立方程式 
 式(4.2)における未知数は𝑉𝑇𝐸𝐶, 𝐵𝑟, 𝐵𝑠の３種類であり、機器オフセットの推定ではこれら
の未知数を解とする連立方程式を解くこととなる。ただし本稿では、時間によって変化する
VTEC の値を未知数𝑉𝑇𝐸𝐶𝑖（添え字𝑖は各時刻の割り当て番号）と置く。さらに、複数の GPS
衛星や受信機のオフセットを一度に推定する為、各衛星及び受信機に対応したオフセット
値を未知数𝐵𝑟𝑗 , 𝐵𝑠𝑘（添え字𝑗, 𝑘は各観測機器の割り当て番号）と置く。 
仮に、時刻𝑖において受信機𝑗と衛星𝑘によって観測された疑似距離を式(4.2)右辺に代入し
た値が𝑆であるとすると、本稿で解く連立方程式の各式は式(4.2.1)の形にまとめられる。 
 
sec𝜑𝑑 ∙ 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑖 + 𝐵𝑟𝑗 +𝐵𝑠𝑘 = 𝑆𝑑 (4.2.1) 
 
 ただし、右辺𝑆の添え字𝑑は各連立式の割り当て番号である。連立式(4.2.1)で扱う未知数の
個数は(𝑖 + 𝑗 + 𝑘)個である為、同数以上の連立式を用意できれば観測機器オフセットを求め
ることができる。特に、本研究では観測データが膨大に用意されている為、優決定系の連立
方程式を解くことが必要となる。 
 
２４ 
 
4.2.2. 適用条件 
 4.2.1.で示した式(4.2.1)は、幾つかの条件を仮定して近似的に導出された式である。故に、
仮定した条件に則した観測データのみを対象とした場合に適用可能な式となっている。こ
こでは、その条件についてまとめる。 
 
条件Ⅰ．受信機𝑗のオフセット値𝐵𝑟𝑗は時間変動が小さく、24 時間の間では一定値と見なせる 
条件Ⅱ．衛星𝑘のオフセット値𝐵𝑠𝑘は時間変動が小さく、24 時間の間では一定値と見なせる 
条件Ⅲ．GPS 波のパスの電離層入射点が点Pと点Qである２つの観測データがある時、２点
P − Q間の距離𝐿が近いほど観測される VTEC の値は一致し易く、遠いほど VTEC
の値に差が生じ易い 
 
条件Ⅰ,Ⅱより、観測機器オフセット𝐵𝑟𝑗 , 𝐵𝑠𝑘の時間変化を無視できる期間が 24 時間であ
るとした為、連立方程式全体は任意の 24 時間以内に観測されたデータのみを用いて構成す
る。 
 
また条件Ⅲより、GPS 波のパスの電離層入射点が近い複数の観測データについて、観測
される VTEC の値はほぼ一致していると見なすことができる。故に、連立式(4.2.1)におけ
る𝑉𝑇𝐸𝐶𝑖も空間変化を無視して時刻𝑖によってのみ変化する未知数としている。本稿では、
VTEC の空間変化を無視できる範囲を「電離層高度における任意点Pを中心とした半径 300
㎞の円」とした。その為、連立方程式全体は任意点Pを中心とした半径 300 ㎞の円内にパス
の電離層入射点を持つ観測データのみを用いて構成する。 
 
 さらに、上記の様なパスによるデータマスクを行ったことで、任意点Pから遠くに位置す
る受信機を扱う必要性は低くなる。その為、点P（高度 300km 地点）から直線距離で 500 ㎞
（水平方向に約 400km）を境として、点P近傍に位置する受信機の観測データのみを用いる。 
 
4.2.3. 重み付き最小二乗法 
 4.2.1.で述べた様に、本稿では優決定系の連立方程式を解く必要がある。一般的に、優決
定系の連立方程式は最小二乗法を用いて解くことができ、その際に重みを考慮することが
できる。ここでは、本稿で解く連立方程式を行列の形で示し、最小二乗法で解く際の重みに
ついて説明する。 
 
 
 
２５ 
 
 まず、本稿で解く連立方程式を行列の形で式(4.2.3 − 1)に示し、式(4.2.3 − 2)では両辺の
残差の二乗和𝜎2を示す。 
 
𝑾 ∙ 𝑨 ∙ 𝒙 = 𝑾 ∙ 𝒃 
⇔ [
𝑤1 0
⋱
0 𝑤𝐷
] [
𝑙11 ⋯ 𝑙1𝐼
⋮
𝑙𝐷1 ⋯ 𝑙𝐷𝐼
𝑚11 ⋯ 𝑚1𝐽
⋮
𝑚𝐷1 ⋯ 𝑚𝐷𝐽
𝑛11 ⋯ 𝑛1𝐾
⋮
𝑛𝐷1 ⋯ 𝑛𝐷𝐾
]
[
 
 
 
 
 
 
 
 
𝑉𝑇𝐸𝐶1
⋮
𝑉𝑇𝐸𝐶𝐼
𝐵𝑟1
⋮
𝐵𝑟𝐽
𝐵𝑠1
⋮
𝐵𝑠𝐾 ]
 
 
 
 
 
 
 
 
= [
𝑤1 0
⋱
0 𝑤𝐷
] [
𝑆1
⋮
𝑆𝐷
] (4.2.3 − 1) 
𝜎2 =∑𝑤𝑑
2 {(∑𝑙𝑑𝑖𝑉𝑇𝐸𝐶𝑑
𝐼
𝑖=1
+∑𝑚𝑑𝑗𝐵𝑟𝑗
𝐽
𝑗=1
+∑𝑛𝑑𝑘𝐵𝑠𝑘
𝐾
𝑘=1
)− 𝑆𝑑}
2
𝐷
𝑑=1
(4.2.3 − 2) 
 
ただし、 
𝑾；重み行列、𝑨：係数行列、𝒙：未知数ベクトル、𝒃：定数ベクトル 
であり、係数行列𝑨の各成分𝑙𝑑𝑖 , 𝑚𝑑𝑗 , 𝑛𝑑𝑘は 
𝑙𝑑𝑖 = {
sec𝜑𝑑  (𝑑行目の連立式の値が時刻𝑖で観測された場合)
0 (その他)
 
𝑚𝑑𝑗 = {
1 (𝑑行目の連立式の値が受信機𝑗で観測された場合)
0 (その他)
 
𝑛𝑑𝑘 = {
1 (𝑑行目の連立式の値が衛星𝑘で観測された場合)
0 (その他)
 
 
である。本稿では、特異値分解を用いた最小二乗法によって連立方程式を解いた。 
 
次に、重み行列𝑾の成分𝑤𝑑についてまとめる。 
 
先では、4.2.2.における条件Ⅲから、任意点Pを中心とした半径 300 ㎞の円内において
VTEC が一定であると仮定した。すなわち、パスの電離入射点Qが上記の円内にある場合、
観測される VTEC の値はその中心点Pにおける値と同じであると見なした。 
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一方重み付けでは、同じく条件Ⅲから、点P − Q間の距離𝑑𝑖𝑠𝑡[m]が大きいほど VTEC の値
に差が生じやすいことに配慮し、仮の重み𝑤′を次式(4.2.3 − 3)の様に定義する。同式では、
𝑤′ − 𝑑𝑖𝑠𝑡間の関係は平均値𝜇 = 0、標準偏差𝜎 = 105の正規分布（下図 4.2.3-1）の形を取る。 
 
𝑤′ = exp(−5 × 10−11 × 𝑑𝑖𝑠𝑡2) (4.2.3 − 3) 
 
図 4.2.3-1 正規分布（平均値𝜇 = 0, 標準偏差𝜎 = 105） 
 
最終的な重み成分𝑤は、各時刻𝑖の全パスに対する仮の重み𝑤′の総数を𝑤𝑖ALLとしたとき、
次式(4.2.3 − 4)の様な規格化によって得られるとした。本規格化によって、観測データの時
間的偏りが除去され、各時刻に対応した未知数𝑉𝑇𝐸𝐶𝑖(𝑖 = 0~𝐼)にかかる重みは均一化される。 
 
𝑤 =
𝑤′
𝑤𝑖ALL
(4.2.3 − 4) 
 
下図 4.2.3-2 に、機器オフセットを考慮する前と後の VTEC 波形の比較を示す。 
 
図 4.2.3-2 機器オフセットの考慮有無による VTEC の波形比較(Rec.GNSS3022, Sat.18) 
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 VTEC 算出 
 4.2 では、GPS 観測データから構成される連立方程式を解くことで観測機器オフセットを
推定できることを示した。ただし、本オフセット推定手法の適用条件として、電離層高度に
任意で置いた点Pの近傍に位置する受信機のみをオフセット推定対象受信機とした。本稿で
は、日本全国に設置された受信機のオフセットを得る為、以下の図 4.3-1 に示した 6 点それ
ぞれを基準点として同様のオフセット推定手法を適用した。 
 
 図 4.3-1 における各基準点を中心として観測機器オフセットを推定した際、対象とする
受信機が重複する部分が表れる。その為、重複して得られた観測機器オフセットは平均値
を取ってから利用する。仮に、2 点P1とP2の各点を基準としてオフセット推定を行い、受
信機𝑗と衛星𝑘に対して得られたオフセット値が𝐵𝑟𝑗(P1), 𝐵𝑠𝑘(P1)と𝐵𝑟𝑗(P2), 𝐵𝑠𝑘(P2)であった
場合、合成機器オフセット値𝐵𝑐𝑜𝑚𝑏𝑗−𝑘は最終的に 
 
𝐵𝑐𝑜𝑚𝑏𝑗−𝑘 =
(𝐵𝑟𝑗(P1) + 𝐵𝑠𝑘(P1)) + (𝐵𝑟𝑗(P2) + 𝐵𝑠𝑘(P2))
2
(4.3) 
 
として扱う。 
図 4.3-1 観測機器オフセット推定ための基準点 6 点 
 
以下に、複数の観測機器オフセット推定結果を本手法によって平均化し、式(4.2)から算
出された VTEC のカラーマップを図 4.3-2 として示す。 
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図 4.3-2 VTEC カラーマップ 
 
 VTEC 微分値算出 
 ここでは、VTEC の時間的変動を観測する為の VTEC 微分値算出方法についてまとめる。 
まず、先の図 4.2.3-2 に青色の実線で示した VTEC 波形を単純に微分した（単位時間前の
値との差分）値を“VTEC 微分値”とし、複数の受信機観測データから算出される“VTEC 微
分値”をカラーマップとしたものを図 4.4-1 に示す。 
 
図 4.4-1 VTEC 微分値カラーマップ 
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 図 4.4-1 では、円で囲んだ領域において「VTEC 増加」を表す赤い点と「VTEC 減少」を
表す青い点が混在してしまっている事が確認できる。これは、“電離層電子密度の空間的傾
き”と GPS 衛星が移動することによる“VTEC 観測パスのずれ”に起因した現象である。本稿
では、これらを“VTEC 微分値の空間変動成分”としており、以下の図 4.4-2 がそのイメージ
である。 
 
図 4.4-2 VTEC 微分値の空間変動成分 
 
 3.2.1 でも示した様に、観測される VTEC は GPS 測位信号のパスに沿った総電子数であ
る。図 4.4-2 の様に電離層電子密度が空間的な傾きを持つ領域では、GPS 衛星が移動する
ことによって VTEC 観測点が移動し、結果的に VTEC の値が変化してしまうことが想定さ
れる。故に、図 4.2.3-2 の VTEC 波形を単純に微分した場合、時間変動成分と空間変動成分
の両方が含まれており、これをプロットした図 4.4-1 の VTEC 微分値カラーマップにもそ
の影響が表れていた。 
 
以下では、空間変動成分を考慮した VTEC 微分値を算出する方法についてまとめる。 
 
まず図 4.2.3-2 の様な VTEC 波形について、2 つの時刻𝑡0, 𝑡1(> 𝑡0)における VTEC の値
を𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡0, 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡1とし、また両時刻における VTEC 観測点（パスの電離層入射点）の経緯度
座標を(𝑙𝑎𝑡𝑡0, 𝑙𝑜𝑛𝑡0), (𝑙𝑎𝑡𝑡1, 𝑙𝑜𝑛𝑡1)と置く。このとき、VTEC の空間的傾きを緯度・経度方向
に𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ とすると、各観測値の関係は次式(4.4 − 1)の様に書ける。 
 
𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡1 = 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑡0 + 𝑑𝑡 ∙
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶
𝜕𝑡
+ 𝑑𝑙𝑎𝑡 ∙
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶
𝜕𝑙𝑎𝑡
+ 𝑑𝑙𝑜𝑛 ∙
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶
𝜕𝑙𝑜𝑛
(4.4 − 1) 
∵  𝑑𝑡 = 𝑡1 − 𝑡0，𝑑𝑙𝑎𝑡 = 𝑙𝑎𝑡𝑡1 − 𝑙𝑎𝑡𝑡0，𝑑𝑙𝑜𝑛 = 𝑙𝑜𝑛𝑡1 − 𝑙𝑜𝑛𝑡0 
 
ただし、𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑡⁄ は VTEC の時間変動成分であり、最終的に求める値である。 
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本稿では、式(4.4 − 1)における右辺第３項以降を考慮する為、先に VTEC の空間的傾き
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ を求めて既知数としておく。その後改めて、式(4.4 − 1)から VTEC
の時間微分値𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑡⁄ を算出する。なお、ある時刻を対象として𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ , 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄
を求める際には、対象時刻での観測値のみを利用する為、式(4.4 − 1)における時間変動項（右
辺第 2 項）を無視できる。さらに、VTEC の空間的傾きは観測地点ごとに異なる為、本稿で
は日本周辺地域を経緯度方向に 2 度間隔で分割し、各領域について傾きを求めた。 
以下の式(4.4 − 2)は、ある点O(𝑙𝑎𝑡𝑂, 𝑙𝑜𝑛𝑂)での VTEC の値を𝑉𝑇𝐸𝐶𝑂、点O周辺での VTEC
の空間的傾きを𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑎𝑡⁄ |𝑂, 𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶 𝜕𝑙𝑜𝑛⁄ |𝑂とした場合に点Q(𝑙𝑎𝑡𝑄, 𝑙𝑜𝑛𝑄)で観測された
VTEC の値𝑉𝑇𝐸𝐶𝑄について記述した式である。 
 
𝑉𝑇𝐸𝐶𝑄 = 𝑉𝑇𝐸𝐶𝑂 + 𝑑𝑙𝑎𝑡 ∙
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶
𝜕𝑙𝑎𝑡
|
𝑂
 + 𝑑𝑙𝑜𝑛 ∙
𝜕𝑉𝑇𝐸𝐶
𝜕𝑙𝑜𝑛
|
𝑂
(4.4 − 2) 
∵  𝑑𝑙𝑎𝑡 = 𝑙𝑎𝑡𝑄 − 𝑙𝑎𝑡𝑂，𝑑𝑙𝑜𝑛 = 𝑙𝑜𝑛𝑄 − 𝑙𝑜𝑛𝑂 
 
本稿ではここで、VTEC の傾きを一定と見なす範囲を「半径 200 ㎞の円内」と仮定した。
すなわち、式(4.4 − 2)は点Oから半径 200 ㎞の円内に信号パスを持つ観測データに対して適
用でき、それらの連立方程式を最小二乗法によって解くことで点O周辺での VTEC の空間
的傾きが得られると考えた。ただし、最小二乗法を用いた直線近似の精度を保つため、同円
内におけるパスが 20 本以下の場合は解析対象外とした。 
以上の方法で算出された VTEC 微分値カラーマップを図 4.4-3 に示す。先の図 4.4-1 と
比較すると、円で囲まれた領域での微分値のばらつきが明らかに低減されている。 
 
図 4.4-3 空間変動成分を考慮した VTEC 微分値カラーマップ  
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5. 解析結果 
 ここでは、2011 年 3 月 11 日の 14 時 46 分（JST）にマグニチュード 9.0 の本震が発生し
た東北地方太平洋沖地震を対象として、地震発生の前後における電離層総電子数を解析し
た結果を示す。 
 
 地震発生前における VTEC の増加 
 まず、地震発生の数時間前に震源付近に生じた電離層総電子数のわずかな増加について
まとめる。先行研究では、地震発生の前兆現象として、VTEC 波形の傾きがわずかに正の変
化を生じていたという報告が既になされている。そこで、本稿においても同様に VTEC 波
形の算出を行った。 
 
図 5.1-1 東北地方太平洋沖地震の前後における VTEC 波形(Rec. GNSS3022, Sat. 15) 
 
 図 5.1-1 の VTEC 波形は、千葉県銚子市の受信局(GNSS3022)において GPS 衛星 15 番
との間で観測された値である。同図からは、確かに VTEC 波形の傾きが正に変動している
様子が確認できる。 
 
さらに本稿では、先述の VTEC 微分値における空間変動成分を考慮して、VTEC 微分値
カラーマップを下図 5.1-2 の様にプロットした。プロットした時刻は、上図 5.1-1 の VTEC
波形で傾きが変化していた 14 時(JST)頃から前後 15 分と 30 分である。また、黒丸で囲ん
だ点は GPS 衛星 15 番と銚子の受信機(GNSS3022)との間で観測された値である。この結果
に対する考察は、次章で述べる。 
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(a) 本震発生 76 分前               (b) 本震発生 61 分前 
(c) 本震発生 31 分前               (d) 本震発生 16 分前 
図 5.1-2 地震発生前における VTEC の傾き変化 
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 地震発生後における電離層擾乱 
 次に、地震発生後に観測された電離層の異常現象について解析結果を示す。図 5.2 は、地
震発生頃から 5 分間隔でプロットした VTEC 微分値カラーマップである。同図では、地震
発生から 9 分後の 14 時 55 分（JST）において、電離層の擾乱が発生していたことが確認で
きる（詳細は付録を参照）。波源は震央よりもわずかに東にずれていたが、地震によって電
離層の電子が揺れていたことは明らかである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 本震発生 1 分前               (b) 本震発生 4 分後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 本震発生 9 分後               (d) 本震発生 14 分後 
図 5.2 地震発生時から電離層の擾乱発生時までの VTEC 微分値カラーマップ  
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6. 考察 
 5.1 における図 5.2-1 の結果について、地震発生後には波形の細かな振動の他、VTEC の
急激な減少が観測されていた。地震発生後に VTEC が減少するメカニズムとして、地震の
揺れで中性大気が押し上げられることにより電離層が震源遠方へと押しのけられる他、電
離層への中性大気の流入によりプラズマの再結合が促進された可能性も考えられる。 
また、VTEC の急激な減少から約 2 時間後の 17 時には、波形の揺れが収まると共に値
が極大値を示している。さらに、電離層における擾乱発生時刻から 17 時までの約 2 時間
を除いて波形を見たとき、値がほぼ連続的に推移している様子から、図 5.1-1 の VTEC 波
形と地震との関連性について以下の二つの可能性が言える。 
 
・VTEC 波形は、地震発生前から電離層の擾乱発生時刻（地震発生の 9 分後）まで通常時
と変わらない変化を示しており、約 2 時間に渡る地震由来の擾乱の後に再び通常時の波
形に復帰した。 
・VTEC 波形は、地震発生の数十分前からわずかに増加する傾向にあり、地震発生後 2 時
間以上が経過しても影響が残る。 
 
 
 5.1 における図 5.2-2 の結果について、VTEC の増加傾向は震源周辺以外にも複数観測さ
れており、地震由来の VTEC 増加を裏付ける結果は得られなかった。ただし、図 5.2-2 の
カラーマップで示した VTEC 微分値は、基となる VTEC 波形から“時間変化”のみを取り
出す処理が施されており、その際の解析手法が適切でなかった可能性も考えられる。 
 
 
5.2 の図 5.2 の結果について、地震由来の電離層擾乱は地震発生から約 10 分後に確認さ
れた。仮に地震由来の大気の揺れが伝わる速さが音速と等しいと考えると、気温 0℃の通
常大気中での音速が約331[m/s]であることから、9 分間では約 179[km]伝搬することにな
る。また、高度 180 ㎞付近は図 3.1-1 で示した電子の密度分布で F1 層に該当し、F2 層ほ
どではないが高い電子密度を保持していることが分かる。これらのことから、本稿で扱っ
た VTEC は高度 180 ㎞付近における電子密度の影響も大きく受けていると言える。 
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7. 結論 
 先の解析結果および考察から得られた結論を以下にまとめる。 
 
まず、先行研究で報告される様な地震発生の数十分前における VTEC の増加(波形の傾き
が微増)する異常について、本稿の解析手法に基づく図 5.1-1 の VTEC 波形でも同様の傾向
が確認できた。ただし、この様な VTEC の増加は震源域に限った現象では無かった為、こ
れが地震と関連した事象であると断定することはできなかった。 
 
また、本稿における VTEC 微分値算出方法に基づき得られた図 5.2 のカラーマップでは、
地震発生後の電離層の揺れを観測することができた。ただし、地震発生の影響が観測される
までの時間は約 9 分であり、これは想定していた時間よりも 6 分ほど早かった。この原因
として、本解析手法で算出される VTEC にあまり影響が無いと考えていた F1 層の存在が
挙げられる。F1 層を考慮して電離層電子密度を算出することができれば、より鮮明な解析
ができると考えられる。 
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8. 今後の課題 
 本研究では、電離層における電子密度が高度 300 ㎞で最大であるという前提のもと、GPS
波観測データから VTEC を算出した。しかし結論でも述べた様に、地震と電離層異常との
関連性を解析する上では前提条件そのものが通常とは異なる場合に対応する必要がある。
その為、高度方向にも普遍的な条件の下で電離層電子密度の算出することが課題となる。 
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付録 
 地震発生後の電離層の擾乱の広がりを付図 1 と付図 2 に示す。 
(a) 本震発生 10 分後               (b) 本震発生 11 分後 
(c) 本震発生 12 分後               (d) 本震発生 13 分後 
付図 1 東北地方太平洋沖地震後における電離層擾乱の発生 
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(a) 本震発生 44 分後              (b) 本震発生 74 分後 
(c) 本震発生 104 分後              (d) 本震発生 134 分後 
付図 2 東北地方太平洋沖地震後における電離層擾乱の概略 
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 筆者が学会発表を行った論文のリストを末尾に掲載する。 
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